
就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の影響により、生産活動が停滞し

減収となっている就労継続支援事業所における利用者の賃金・工賃の確保を図るため、就

労支援事業所が生産活動の再起に向けて必要な経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付

するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第

２５号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助の対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業は、就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金実施要領

２の①に規定する生産活動収入が相当程度減収している就労継続支援事業所が、その生産

活動の再起に向けて行う事業（以下「補助事業」という。）とする。 

 

（補助金の対象経費） 

第３条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に掲げる経費の

うち知事が必要と認める経費とする。 

２ 行政機関、公益財団法人、民間企業など他の機関から助成を受ける事業は、補助の対象

としない。 

 

（補助率及び補助金の額） 

第４条 補助率は、補助対象経費の１０分の１０以内とし、交付する補助金の額は、補助金

の交付を受けようとする事業所（以下「申請者」という。）１件あたり５０万円を上限とす

る。ただし、複数の事業所を運営する法人においては、１法人あたりの上限を２００万円

とする。 

２ 補助金額の千円未満の端数は切り捨てる。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 申請者は、補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、別に定める日ま

でに知事に申請しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 知事は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審

査の上、適正と認められるときは補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（様式第

２号）により申請者に通知する。 

 

（補助事業の変更等） 



第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金交付の決定

を受けた後、次の各号のいずれかに該当する場合は、予め事業変更（中止・廃止）承認申請

書（様式第３号）により知事の承認を受けなければならない。 

（１）補助事業を中止し又は廃止しようとする場合 

（２）補助事業の内容又は経費の配分の変更（ただし、補助対象経費の各費目間において、

いずれか低い額の２０％以内を増減させる場合を除く。）をしようとする場合 

（３）交付決定を受けた補助金の額に変更をきたす場合（ただし、補助事業の目的の達成

に支障をきたすことなく、かつ、事業計画の細部の変更であって、交付決定を受けた補

助金の額の増額を伴わない場合を除く。） 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容又はこれに付した

条件を変更することができる。 

 

（状況報告等） 

第８条 補助事業者は、補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれると

き又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに知事に報告し、その指示を受けな

ければならない。 

２ 補助事業者は、知事から規則第１０条の規定により補助事業の遂行状況に関する報告を

求められた場合は、速やかに書面により報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したとき若しくは廃止の承認を受けて１箇月を経過

した日又は交付決定した年度の３月末日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第４

号）に関係書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１０条 知事は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、その内容を審査のうえ

補助金の額を確定し、通知書（様式第５号）により補助事業者に通知する。 

 

（補助金の交付） 

第１１条 補助金の交付については、精算払いとする。ただし、知事が必要と認めるときは、

概算払いとすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、概算払請求書（様

式第６号）を知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。 

 

（書類の保管） 

第１２条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の事実を明らかにした証拠書類を整



理し、かつこれらの書類を補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年

間保存しなければならない。ただし、取得財産等の財産処分制限期間が５年を超えるもの

については、当該期間が経過するまで関係書類を保管しなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第１３条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（以下「取得財

産」という。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令

第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間を経過するまでは、知事の承認を受

けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

してはならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書（様式第７号）

を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、第１項の承認をしようとする場合、原則として交付した補助金のうち取得財産

を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供した時

から第１項で定める期間が経過するまでの期間に相当する分を返還させるものとする。 

 

（消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 補助事業者は、補助事業完了後に申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額

が確定した場合には、速やかに消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書（様式第８）

を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返

還を命ずるものとする。 

３ 前項の返還期間は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない場

合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５％の割合で

計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（成果の発表等） 

第１５条 知事は、補助事業により得られた成果については、必要に応じてこれを補助事業

者に発表させることができるものとする。 

２ 補助金交付後においても、補助事業者に対して、随時報告や現地視察を求める場合があ

る。 

 

（雑則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和２年８月１１日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

２ この要綱は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交



付決定された補助金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 

 

別表（第３条関係） 

 

補助対象経費 補助率 軽微な変更 

１ 謝金（講師謝金等） 

２ 旅費（講師旅費等） 

３ 需用費（消耗品費、印刷製本費、

食糧費等） 

４ 役務費（通信運搬費、保険料等） 

５ 使用料及び賃借料 

６ 備品購入費 

７ 委託費 

８ その他（上記に掲げるものの他、

知事が特に必要と認める経費 

 

 

 

当該経費の

１０分の１

０以内 

１ 補助対象経費の各費目間に

おいて、いずれか低い額の２

０％以内を増減させる場合 

２ 補助事業の目的の達成に支

障をきたさない事業計画の細

部の変更であって、交付決定

を受けた補助金の額の増額を

伴わない場合 

 

  



様式第１号 

 

令和  年  月  日 

 

 

山梨県知事 殿 

 

 

所在地 

法人名 

事業所名 

代表者名               印 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金交付申請書 

 

このことについて、別紙計画書のとおり実施したいので、就労継続支援事業所生産活動活

性化事業補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。 

 

 

 

１ 交付申請額                円 

   （様式第１号の２の助成上限額を記入すること） 

 

 ２ 新型コロナウイルスの感染拡大による影響及び本補助金により取り組む内容 

   （次頁に記入すること。） 

 

３ 添付書類 

（１）申請様式（様式第１号の２） 

（２）事業所の減収状況が確認できる書類 

 （３）その他必要な書類 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２の１ 生産活動に対する新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の影響 

     （生産活動収入が減収した状況を、具体的に説明すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２の２ 本補助金により取り組む内容 

     （様式第１号の２の「３．申請額及び内訳」に記載のある費用により、どのような

ことを取り組むのか、具体的に説明すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号の２ 

 

 

 

山梨県知事　　殿

申請日 令和

法人名

事業所名

事業所番号

代表者名

１．対象要件の確認

次のア又はイのいずれか該当する方に○を記入してください。

※１

※２

※３

※４

注）以下の経営支援策を受けている事業所（法人）は対象外となります。

・持続化給付金

・持続化補助金（小規模事業者持続化補助金）

・家賃支援給付金

・その他本事業と支援内容が重複すると［実施主体名］知事（市長）が認める国の支援策

２．生産活動収入の状況（※５）

※５

※６

（２）次のア又はイの該当する方いずれかの空欄に数字を記入してください。
ア　１のアに該当する場合

イ　１のイに該当する場合

①連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間の生産活動収入（円）

②前年同期の生産活動収入（円）

就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金　申請様式

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては、令和２年４月以降の１ヶ月の生産活動収
入が、事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月まで
の月平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

ア　令和２年１月以降、１ヶ月の生産活動収入が前年同月比で５０％以上減収した月（※１、※２）がある

イ　令和２年１月以降、連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間（※３、※４）がある

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月まで
の月平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

③前年同期比

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては、令和２年４月以降の連続する３ヶ月の生
産活動収入が、事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減
少した期間

１の※１に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗
じた額、※２に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた
額、※３に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗
じた額、※４に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた
額

（１）直前の事業年度の生産活動収入の総額（円）（※６）

①前年同月比で５０％以上減収した月の生産活動収入（円）

生産活動収入の状況を確認できる書類（財務諸表等）も併せてご提出ください。

③前年同月比

②前年同月の生産活動収入（円）



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

事業所名

事業所番号

代表者名

１．対象要件の確認

次のア又はイのいずれか該当する方に○を記入してください。

※１

※２

※３

※４

注）以下の経営支援策を受けている事業所（法人）は対象外となります。

・持続化給付金

・持続化補助金（小規模事業者持続化補助金）

・家賃支援給付金

・その他本事業と支援内容が重複すると［実施主体名］知事（市長）が認める国の支援策

２．生産活動収入の状況（※５）

※５

※６

（２）次のア又はイの該当する方いずれかの空欄に数字を記入してください。
ア　１のアに該当する場合

イ　１のイに該当する場合

就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金　別添様式（一括申請用）

ア　令和２年１月以降、１ヶ月の生産活動収入が前年同月比で５０％以上減収した月（※１、※２）がある

②前年同月の生産活動収入（円）

イ　令和２年１月以降、連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間（※３、※４）がある

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月まで
の月平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては、令和２年４月以降の１ヶ月の生産活動収
入が、事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月まで
の月平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては、令和２年４月以降の連続する３ヶ月の生
産活動収入が、事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減
少した期間

生産活動収入の状況を確認できる書類（財務諸表等）も併せてご提出ください。

（１）直前の事業年度の生産活動収入の総額（円）（※６）

１の※１に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗
じた額、※２に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた
額、※３に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗
じた額、※４に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた
額

①前年同月比で５０％以上減収した月の生産活動収入（円）

③前年同月比

①連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間の生産活動収入（円）

②前年同期の生産活動収入（円）

③前年同期比



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．申請額及び内訳

補助上限額(円）（※７）

※７　法人上限額の200万円の範囲内で、申請額又は基準額の低い方が補助上限額となります。

申請額(円） 基準額(円）

0 0

申請額 0

備品購入費

その他

委託料

使用料及び賃借料

需用費

役務費

会議費

旅費

謝金

科目 所要額（円） 用途・品目・数量等



様式第２号 

第         号 

令和  年  月  日 

 

（申請者）殿 

 

                           山梨県知事 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金交付決定通知書 

 

令和  年  月  日付けで申請のあったこのことについては、山梨県補助金等交付規

則及び就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金交付要綱第６条の規定により、次のと

おり交付することに決定したので、通知する。 

 

 

交付決定額           円 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金交付要綱を順守すること。 

また、補助金の交付の条件等に違反した場合の措置としては、以下のとおり。 

（１）次のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消す場合

がある。 

ア 補助金を他の用途へ使用したとき 

イ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

ウ 補助事業に関し法令等又はこれに基づく知事の処分に違反したとき 

エ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有していたとき 

 

（２）補助金の交付決定を取り消した場合、補助事業の当該取り消しに係る部分に関し、

既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる。 

 

（３）補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌

日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年 10.95％の割合で計算した延

滞金を県に納付しなければならない。 

 

  



様式第３号 

 

令和  年  月  日 

 

山梨県知事 殿 

 

 

所在地 

法人名 

事業所名 

代表者名            印 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金事業変更（中止・廃止）承認申請書 

 

年 月 日付け  第  号で交付決定のあったこのことについて、次の理由により事業

計画を変更（中止・廃止）したいので、就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金交付

要綱第７条の規定により、申請します。 

 

１ 変更（中止・廃止）の理由 

 

 

 

 

２ 変更（中止・廃止）の内容 

 

 

 

 

 

 

※ 変更の場合、交付申請の添付書類に準じて、変更前と変更しようとする内容を比較記

載した書面を添付すること。 

 

  



第４号様式 

令和  年  月  日 

 

 

山梨県知事 殿 

 

 

所在地 

法人名 

事業所名 

代表者名            印 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金実績報告書 

 

令和 年 月 日付け  第  号で交付決定のあったこのことについて、就労継続支援

事業所生産活動活性化事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり報告します。 

 

１ 実績報告様式（様式第４号の２） 

 

２ 添付書類 

（１）領収証等 

（２）整備、生産等を行った成果物が明確に判別できる写真 

（３）その他必要な書類 

 

  



様式第４号の２ 

 

 

 

 

 

 

 

山梨県知事　　殿

報告日 令和

法人名

事業所名

事業所番号

代表者名

２．支出額及び内訳（別添可）

就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業　実績報告様式

0

0 0

受領額(円） 支出額

※支出の内容がわかる領収書等を添付すること

支出額

役務費

委託料

使用料及び賃借料

１．補助金受領額（円）

返納額

0

備品購入費

その他

謝金

会議費

旅費

需用費

科目 支出額（円） 用途・品目・数量等



様式第５号 

第         号 

令和  年  月  日 

（申請者）殿 

 

山梨県知事 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金の額の確定について（通知） 

 

令和  年  月  日付けで実績報告のあったこのことについては、就労継続支援事業

所生産活動活性化事業補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり補助金の額を確定

します。 

 

 

確定額            円 

 

  



様式第６号 

令和  年  月  日 

 

 

山梨県知事 殿 

 

 

所在地 

法人名 

事業所名 

代表者名             印 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金概算払請求書 

 

令和 年 月 日付け  第  号で交付決定のあった就労継続支援事業所生産活動活性

化事業補助金について、次のとおり概算払いの請求をします。 

 

 

 

１ 概算払請求額             円 

 

２ 内    訳 

補助金交付決定額 

① 

既概算交付額   

② 

差 引 額 

①－②＝③ 

今回概算請求額 

④ 

備  考 

 

     

 

３ 概算払い請求の理由 

 

４ 支払いの方法 

（１）金融機関名          銀行      支店 

（２）預金種別    （当座・普通） 

（３）口座番号     

（４）フリガナ     

口座名義     

 

  



様式第７号 

令和  年  月  日 

 

 

山梨県知事 殿 

 

 

所在地 

法人名 

事業所名 

代表者名             印 

 

 

財産処分承認申請書 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金に係る補助事業により取得した財産を次の

とおり処分したいので、就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金交付要綱第１３条第

２項に基づき、申請します。 

 

１ 処分しようとする財産の明細 

 

 

 

２ 処分の内容 

 

 

 

３ 処分しようとする理由 

 

 

 

４ その他必要な書類 

 

 

 

 

 



様式第８号 

令和  年  月  日 

 

 

山梨県知事 殿 

 

 

所在地 

法人名 

事業所名 

代表者名             印 

 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金に係る 

消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書 

 

就労継続支援事業所生産活動活性化事業補助金交付要綱第１４条の規定により、次のとお

り報告します。 

 

 １ 補 助 金 額 

 

 ２ 補助金の確定時における消費税等仕入控除税額（Ａ） 

 

 ３ 消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額（Ｂ） 

 

 ４ 補助金返還相当額（Ｂ－Ａ） 

 

 

 

   添付書類 

    ・消費税及び地方消費税の確定申告書 

     


